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１　令和元年度　９月補正予算の概要について

① 　補正予算額 （単位：千円、％）

会　　　　　　　計 当初予算額 補正額 補正後予算額 補正率

一般会計 100,970,000 2,161,050 103,131,050 2.1

国民健康保険特別会計 23,313,324 23,313,324 0.0

後期高齢者医療特別会計 5,328,901 5,328,901 0.0

介護保険特別会計 17,546,659 569,457 18,116,116 3.2

公共用地特別会計 1,539,862 1,539,862 0.0

下水道事業特別会計 3,736,529 3,736,529 0.0

合　　　　　　　計 152,435,275 2,730,507 155,165,782 1.8

競走事業会計 70,768,987 0 70,768,987 0.0

② 　補正予算の特徴

主な事業のまとめ （単位：千円）
区　　　　　　　分 事業数 事業費 特定財源 一般財源

地域の安全対策 1 1,961 0 1,961

東京2020オリンピック・パラリンピック
関連事業

3 20,810 11,651 9,159

幼児教育・保育の無償化に係る対応 4 15,607 26,427 △ 10,820

合　　　　　　　計 8 38,378 38,078 300

　今回の補正予算では、当初予算編成後の状況の変化により対応が必要な事業のほか、前年度決算から
の繰越しや精算についての予算計上を行います。具体的には、市民生活の安全を守るため、地域の安全
対策として交通安全啓発の強化に関する事業を実施するほか、東京2020オリンピック・パラリンピック関連
事業として卓球オーストリア代表チームのオリンピック等事前キャンプに対応するための準備など、３事業を
実施します。また、幼児教育・保育の無償化に係る対応として、多子世帯負担軽減事業や副食費補足給付
事業など、４事業を実施します。
　さらに、今後の公共施設の改修・改築等に向けた公共施設整備基金への積立てに加え、当初予算で繰入
れをした総合計画推進のための４基金について、基本額を維持するための積立てを行います。



２　主な事業一覧

【地域の安全対策　　１事業　1,961千円】 （単位：千円）

補正額 一般財源 内容 主管課

1 10総 05総 40交 交通安全啓発事業費 1,961 0 1,961
交通安全啓発を強化するための機器を購入するもの。
①自動車運転シミュレーター１台
②交通安全啓発用タブレット端末４台

地域安全対策課

1,961 0 1,961

【東京2020オリンピック・パラリンピック関連事業　　　３事業　20,810千円】 （単位：千円）

補正額 一般財源 内容 主管課

1 35商 05商 15観 観光振興事業費 11,651 都 11,651 0
本市のPRや観光客誘致の促進を図るため、「ちはやふる」等のデザインマン
ホール蓋を歩道に設置・ＰＲするもの。（市内１３か所）

経済観光課

2 50教 35社 25体 総合体育館管理運営費　諸経費 6,310 0 6,310
卓球オーストリア代表チームのオリンピック等事前キャンプに係る卓球台及
びネットの購入、フロアマットの借上げ等に要するもの。

スポーツ振興課

3 50教 35社 25体 地域体育館管理運営費　諸経費 2,849 0 2,849
卓球オーストリア代表チームのオリンピック等事前キャンプに係るフロアマット
の借上げに要するもの。

スポーツ振興課

20,810 0 2,849

【幼児教育・保育の無償化に係る対応　　　４事業　15,607千円】 （単位：千円）

補正額 一般財源 内容 主管課

1 15民 10児 10児 施設型給付費（公立保育所） △ 8,190 0 △ 8,190

①多子計算の年齢制限を撤廃し、年収360万円以上相当世帯における保育
所等に通う第2子の保育料を半額、第3子以降の保育料を無償とするもの。
②3～5歳児の副食費を徴収することに伴い、公定価格から副食費分を除くも
の。

保育支援課

2 15民 10児 10児 地域型保育給付費 883 都 2,135 △ 1,252
多子計算の年齢制限を撤廃し、年収360万円以上相当世帯における保育所
等に通う第2子の保育料を半額、第3子以降の保育料を無償とするもの。

保育支援課

3 15民 10児 10児 補助金　認可外保育施設入所児童保護者 11,925 都 16,966 △ 5,041
無償化に伴い制度を再構築するとともに、新たに多子世帯支援として第2子
以降の世帯に対して、保育料を補助するもの。

保育支援課

4 50教 25幼 05幼 補足給付事業費 10,989
国
都

3,663
3,663

3,663
新制度未移行幼稚園について、年収360万円未満相当世帯・第3子以降を対
象に副食費相当額の月額4,500円を上限に補助するもの。

保育支援課

15,607 16,966 -1,378

８事業 38,378

予算科目 特定財源

予算科目 特定財源

予算科目 特定財源



 　　　　　　　　　　　　　３　一般会計予算額の推移

①　歳入

科目（款） 当初予算額 補正額 合計額 構成比

05市税 49,721,135 49,721,135 48.2

10地方譲与税 400,679 400,679 0.4

12利子割交付金 69,588 69,588 0.1

13配当割交付金 352,576 352,576 0.3

14株式等譲渡所得割交付金 225,287 225,287 0.2

15地方消費税交付金 4,616,184 4,616,184 4.5

17自動車取得税交付金 112,022 112,022 0.1

18環境性能割交付金 37,366 37,366 0.0

20国有提供施設等所在市町村 4,288 4,288 0.0

　 助成交付金等

24地方特例交付金 718,854 718,854 0.7

25地方交付税 1 1 0.0

30交通安全対策特別交付金 24,774 24,774 0.0

35分担金及び負担金 824,436 △ 43,745 780,691 0.8

40使用料及び手数料 4,132,949 △ 21,843 4,111,106 4.0

45国庫支出金 17,907,027 130,315 18,037,342 17.5

50都支出金 11,692,903 154,184 11,847,087 11.5

55財産収入 520,683 520,683 0.5

60寄附金 410,368 127,580 537,948 0.5

65繰入金 2,961,618 77,708 3,039,326 3.0

70繰越金 1,100,000 1,704,579 2,804,579 2.7

75諸収入 2,589,062 32,272 2,621,334 2.5

80市債  　　　    2,548,200 2,548,200 2.5

合　　計 100,970,000 2,161,050 103,131,050 100.0

   （単位：千円 、％）



 ３　一般会計予算額の推移

②　歳出　（款別） ③　歳出　（性質別）

当初予算額 補正額 合計額 構成比 当初予算額 補正額 合計額 構成比

05 議会費 543,471 543,471 0.5 人件費 12,222,012 12,222,012 11.8

10 総務費 10,038,451 186,061 10,224,512 9.9 扶助費 31,382,190 7,470 31,389,660 30.4

15 民生費 53,389,502 322,239 53,711,741 52.1 公債費 4,075,652 4,075,652 4.0

20 衛生費 6,381,338 154,023 6,535,361 6.3 義務的経費　計 47,679,854 7,470 47,687,324 46.2

25 労働費 63,217 63,217 0.1 物件費 21,972,436 234,996 22,207,432 21.5

30 農林水産業費 180,887 180,887 0.2 維持補修費 1,335,145 120,420 1,455,565 1.4

35 商工費 948,340 11,664 960,004 0.9 補助費等 9,739,036 427,076 10,166,112 9.9

40 土木費 7,612,634 63,283 7,675,917 7.4 積立金 842,000 1,267,803 2,109,803 2.0

45 消防費 2,982,464 4,799 2,987,263 2.9 投資及び出資金・貸付金 60,816 60,816 0.1

50 教育費 14,101,044 151,178 14,252,222 13.8 繰出金 10,250,806 6,557 10,257,363 10.0

55 公債費 4,075,652 4,075,652 4.0 投資的経費 8,989,907 96,728 9,086,635 8.8

60 諸支出金 553,000 1,267,803 1,820,803 1.8 普通建設事業費 8,989,907 96,728 9,086,635 8.8

65 予備費 100,000 100,000 0.1 失業対策事業費

100,970,000 2,161,050 103,131,050 100.0 予備費 100,000 100,000 0.1

100,970,000 2,161,050 103,131,050 100.0

合   　計

   （単位：千円 、％） （単位：千円 、％）

科目（款） 区　　分

合   　計


